
東大阪市結核対策費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 東大阪市は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第

１１４号。以下「法」という｡）に基づき定期の健康診断を実施する学校及び施設（国、都道府

県及び市町村の設置する学校又は施設を除く。）の設置者に対し、東大阪市結核対策費補助金を

交付するものとする。 

交付については、東大阪市補助金等交付規則（平成元年東大阪市規則１３号｡以下「規則」と

いう｡）及びこの要綱の定めるところによる。 

 

（補助事業及び補助対象経費） 

第２条 補助金の交付対象となる事業は、 法第５３条の２第１項の規定により学校及び施設の長が

行う結核に係る定期の健康診断事業とする｡ 

２ 補助対象経費は、補助事業に必要な報酬、職員手当等、賃金、報償費、旅費、需用費、役務費、

委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、備品購入費並びに公課費とする｡ 

 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、予算の範囲内において、前条の補助事業について次に掲げる額を比較して、

最も少ない額に３分の２を乗じて得た額とする｡ 

（１） 毎年度市長が定める補助金交付基準により算定した額 

（２） 補助対象経費の実支出額 

 

（補助金交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、東大阪市結核対策費補助

金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、当該年度１０月末日までに市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１） 補助金以外の経費負担の概要（様式第２号） 

（２） 結核対策費経費所要額調（様式第３号） 

（３） 健康診断事業計画書（様式第４号） 

（４） 結核対策費支出計画書（様式第５号） 

（５） 歳入歳出予算書抄本（様式第６号） 

（６） 役員等名簿（様式第７号） 

（７） その他、市長が特に必要と認めるもの 

 

（補助金交付の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査をす

るとともに、必要に応じて現地調査等を行い、申請者が次の各号のいずれかに該当する者（以下

「暴力団等」という。）である場合を除き、補助金を交付することが適当であると認めるときは、



東大阪市結核対策費補助金交付決定通知書（様式第１７号）により、また、補助金を交付するこ

とを適当でないと認めたときは、東大阪市結核対策費補助金不交付決定通知書（様式第１８号）

により、申請者に通知するものとする。 

（１） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団 

（２） 東大阪市暴力団排除条例（平成２４年東大阪市条例第２号）第２条第３号に規定する暴

力団密接関係者 

２ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、必要に応じ条件を付することができる。 

 

（補助金交付申請の取下げ） 

第６条 補助事業者は、交付決定の通知を受け取った日から起算して１０日以内に取り下げること

ができる｡ 

 

（補助金交付決定の取消し） 

第７条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、交付の決定の全部

又は一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命じることができる。 

（１） 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付の決定を受けた場合 

（２） 補助金を交付目的以外の用途に使用した場合 

（３） 補助金の交付の決定に付された条件に違反した場合 

（４） 暴力団等であることが判明した場合 

（５） その他規則又はこの要綱の規定に違反した場合 

 

（補助事業の変更等） 

第８条 補助事業者は、補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更しようとするとき

は、あらかじめ東大阪市結核対策費補助金変更承認申請書（様式第８号）を、補助事業を中止し、

又は廃止しようとするときは、東大阪市結核対策費補助金中止・廃止承認申請書（様式第９号）

を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 規則第９条による市長の認める軽易な変更の範囲は、補助対象経費総額の２０％以内の減額とす

る。 

 

（補助金の変更交付決定） 

第９条 市長は、第８条の規定による変更交付申請があったときは、当該申請に係る書類等を審査

し、適当であると認めるときは、変更交付決定を行い、東大阪市結核対策費補助金変更交付決定

通知書（様式第１９号）により、当該補助事業者に通知するものとする。 

２ 第５条第２項の規定は、前項の変更交付決定について準用する。 

 

（実績報告） 

第１０条  補助事業者は、東大阪市結核対策費補助金事業実績報告書（様式第１０号）に関係書類を

添えて、事業の完了した日から３０日を経過した日、又は、市長が定める日のいずれか早い日ま



でに市長に提出しなければならない｡ただし、補助金交付の決定前に補助事業が完了していると

きは、交付決定の通知を受けた後、速やかに実績報告書を提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１） 結核対策費補助金実績額明細書（様式第１１号） 

（２） 健康診断事業実施報告書（様式第１２号） 

（３） 健康診断費実施内訳（様式第１３号） 

（４） 歳入歳出決算書抄本（様式第１４号） 

（５） 補助金以外の経費負担の概要（様式第１５号） 

（６） 領収書等支出証拠書類又はその写し 

（７） その他、市長が特に必要と認めるもの 

 

（交付の確定） 

第１１条   市長は、前条の規定による実績報告があったときは、当該報告に係る書類等を審査し、

適当であると認めるときは、交付確定を行い、東大阪市結核対策費補助金交付確定通知書（様式

第２０号）により、当該補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付請求及び交付） 

第１２条 補助事業者は、前条の規定による交付確定後、補助金の交付決定に係る会計年度末まで

に東大阪市結核対策費補助金請求書（様式第１６号）を市長に提出しなければならない｡ 

２ 市長は、前項に規定する適正な交付の請求があった場合は、補助金を補助事業者の指定する金融

機関の口座に振り込むことにより交付するものとする。 

 

（証拠書類等の保管） 

第１３条 補助事業者は、補助事業にかかる収入及び支出に関する帳簿並びに収入及び支出を証す

る書類を整備し、補助事業完了後５年間保管しなければならない｡ 

 

（警察署長からの意見聴取） 

第１４条  市長は、補助金の交付を決定しようとする場合は、申請者が暴力団等であるかどうかにつ

いて、警察署長の意見を聴くものとする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者が暴力団等であるかどうかについて、警察署長

の意見を聴くことができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年７月１日から施行し、平成１７年４月１日から適用する｡ 

２ この要綱は、平成１９年７月１日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

３ この要綱は、平成２４年９月１日から施行し、平成２４年４月１日から適用する｡ 

４ この要綱は、平成２５年７月１日から施行し、平成２５年４月１日から適用する｡ 

５ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する｡ 



６ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


